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宮 代 町 一 般 会 計 予 算
（　附　　予　算　説　明　書　）

令　和　６　年　度



 

−　1　−



‐- 1 -‐ 
 

令 和 ６ 年 度 宮 代 町 一 般 会 計 予 算 
 
 
 
 令和６年度宮代町の一般会計の予算は、次に定めるところによる。 
（歳入歳出予算） 
第１条 歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ１２，９７８，０００千円と定める。 
２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表 歳入歳出予算」に

よる。 
（債務負担行為） 
第２条 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２１４条の規定により債務を負担する 
行為をすることができる事項、期間及び限度額は、「第２表 債務負担行為」による。 

（地方債） 
第３条 地方自治法第２３０条第１項の規定により起こすことができる地方債の起債の 
目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、「第３表 地方債」による。 

（一時借入金） 
第４条 地方自治法第２３５条の３第２項の規定による一時借入金の借入れの最高額は、

７００，０００千円と定める。 
（歳出予算の流用） 
第５条 地方自治法第２２０条第２項ただし書の規定により歳出予算の各項の経費の金

額を流用することができる場合は、次のとおりと定める。 
（１）各項に計上した給料、職員手当及び共済費（報酬に係る共済費を除く。）に係る予

算額に過不足を生じた場合における同一款内でのこれらの経費の各項の間の流用 
 
  令和６年２月２９日提出 
 
                      宮代町長  新  井  康  之 

−　1　−



−　2　− −　3　−



−　2　− −　3　−



−　4　− −　5　−



−　4　− −　5　−



（単位：千円）

事　　　　　　　項 期　　　　　　間 限　　　　度　　　　額

融資機関が農業者に対し融資し 
た場合において、「宮代町農業
近代化資金利子補給要綱」に基
づき利子補給することとなる額

農 地 流 動 化 奨 励 補 助 令 和 ６ 年 度 か ら 「宮代町農地流動化奨励補助金
（ 令 和 ６ 年 度 認 定 分 ） 令 和 １ ５ 年 度 ま で 交付要綱」に基づき交付する額

第　 ２ 　表 　　　債　 務 　負　 担　 行　 為

令 和 ６ 年 度 か ら

返 済 の 年 度 ま で

農 業 近 代 化 資 金 利 子 補 助

（ 令 和 ６ 年 度 融 資 分 ）

−　6　− −　7　−



（単位：千円）

事　　　　　　　項 期　　　　　　間 限　　　　度　　　　額

融資機関が農業者に対し融資し 
た場合において、「宮代町農業
近代化資金利子補給要綱」に基
づき利子補給することとなる額

農 地 流 動 化 奨 励 補 助 令 和 ６ 年 度 か ら 「宮代町農地流動化奨励補助金
（ 令 和 ６ 年 度 認 定 分 ） 令 和 １ ５ 年 度 ま で 交付要綱」に基づき交付する額

第　 ２ 　表 　　　債　 務 　負　 担　 行　 為

令 和 ６ 年 度 か ら

返 済 の 年 度 ま で

農 業 近 代 化 資 金 利 子 補 助

（ 令 和 ６ 年 度 融 資 分 ）

（単位：千円）

限   度   額 起債の方法 利 率 償還の方法

政府資金につい
ては、その融資
条件により、銀
行その他の場合
にはその債権者

普 通 貸 借 と協定するもの
１ 又は 年5.0％以内 による。ただし、

証 券 発 行 町財政の都合に
より据置期間及
び償還期限を短
縮し、又は繰上
償還もしくは低
利に借換えする
ことができる。

同      上 同     上 同      上

同      上 同     上 同      上

同      上 同     上 同      上

同      上 同     上 同      上

同      上 同     上 同      上

同      上 同     上 同      上

同      上 同     上 同      上

同      上

8

9

36,000

6

7

3

5,600防災設備整備事業

農 業 用 施 設
改 修 事 業

42,300

14,600

34,500

30,000
福祉医療センター
改 修 事 業

農 業 生 産 基 盤
整 備 事 業

第　 ３　 表 　　　地　　　　 　方 　　　　　債

起　債　の　目　的

庁 用 自 動 車
更 新 事 業

避 難 所 設 備
整 備 事 業

本 庁 舎 設 備
整 備 事 業

河 川 浚 渫 等 事 業

4,800

2
進 修 館 施 設
改 修 事 業

32,700 同      上 同      上

4

5

840,400

－7－

−　6　− −　7　−



（単位：千円）

限   度   額 起債の方法 利 率 償還の方法

政府資金につい
ては、その融資
条件により、銀
行その他の場合
にはその債権者

普 通 貸 借 と協定するもの
10 178,900 又は 年5.0％以内 による。ただし、

証 券 発 行 町財政の都合に
より据置期間及
び償還期限を短
縮し、又は繰上
償還もしくは低
利に借換えする
ことができる。

同      上 同     上 同      上

同      上 同     上 同      上

同      上 同     上 同      上

同      上 同     上 同      上

同      上 同     上 同      上

同      上 同      上 同      上

同      上 同      上 同      上

同      上 同      上 同      上18
中 学 校 施 設
改 修 事 業

24,700

17
小 学 校 施 設
改 修 事 業

23,400

46,800

11
橋 り ょ う 維 持
管 理 事 業

14
岸 辺 遊 歩 道
整 備 事 業

起　債　の　目　的

都 市 計 画 道 路
整 備 事 業

12 橋りょう整備事業

20,200

16 町道整備改修事業

11,700

15 公園環境整備事業

31,500

24,600

13
東 武 動 物 公 園 駅
東 口 整 備 事 業

76,700

－8－

−　8　− −　9　−



（単位：千円）

限   度   額 起債の方法 利 率 償還の方法

政府資金につい
ては、その融資
条件により、銀
行その他の場合
にはその債権者

普 通 貸 借 と協定するもの
10 178,900 又は 年5.0％以内 による。ただし、

証 券 発 行 町財政の都合に
より据置期間及
び償還期限を短
縮し、又は繰上
償還もしくは低
利に借換えする
ことができる。

同      上 同     上 同      上

同      上 同     上 同      上

同      上 同     上 同      上

同      上 同     上 同      上

同      上 同     上 同      上

同      上 同      上 同      上

同      上 同      上 同      上

同      上 同      上 同      上18
中 学 校 施 設
改 修 事 業

24,700

17
小 学 校 施 設
改 修 事 業

23,400

46,800

11
橋 り ょ う 維 持
管 理 事 業

14
岸 辺 遊 歩 道
整 備 事 業

起　債　の　目　的

都 市 計 画 道 路
整 備 事 業

12 橋りょう整備事業

20,200

16 町道整備改修事業

11,700

15 公園環境整備事業

31,500

24,600

13
東 武 動 物 公 園 駅
東 口 整 備 事 業

76,700

－8－

（単位：千円）

限   度   額 起債の方法 利 率 償還の方法

政府資金につい
ては、その融資
条件により、銀
行その他の場合
にはその債権者

普 通 貸 借 と協定するもの
19 184,500 又は 年5.0％以内 による。ただし、

証 券 発 行 町財政の都合に
より据置期間及
び償還期限を短
縮し、又は繰上
償還もしくは低
利に借換えする
ことができる。

起　債　の　目　的

臨 時 財 政 対 策 債20 28,000 同      上

須 賀 小 学 校
再 整 備 事 業

計 1,691,900

同      上

年 5.0 ％ 以 内
（ただし、利
率見直し方式
で借り入れる
政府資金及び
地方公共団体
金融機構につ
いて、利率の
見直しを行っ
た後において
は当該見直し
後 の 利 率 ）

－9－

−　8　− −　9　−



 



令　和　６　年　度

宮代町一般会計予算に関する説明書 



−　11　−



−　11　−



−　12　− −　13　−



−　12　− −　13　−



−　14　− −　15　−



−　14　− −　15　−



−　16　− −　17　−



−　16　− −　17　−



−　18　− −　19　−



−　18　− −　19　−



−　20　− −　21　−



−　20　− −　21　−



−　22　− −　23　−



−　22　− −　23　−



−　24　− −　25　−



−　24　− −　25　−



−　26　− −　27　−



−　26　− −　27　−



−　28　− −　29　−



−　28　− −　29　−



−　30　− −　31　−



−　30　− −　31　−



−　32　− −　33　−



−　32　− −　33　−



−　34　− −　35　−



−　34　− −　35　−



−　36　− −　37　−



−　36　− −　37　−



−　38　− −　39　−



−　38　− −　39　−



−　40　− −　41　−



−　40　− −　41　−



−　42　− −　43　−



−　42　− −　43　−



−　44　− −　45　−



−　44　− −　45　−



−　46　− −　47　−



−　46　− −　47　−



−　48　− −　49　−



−　48　− −　49　−



−　50　− −　51　−



−　50　− −　51　−



−　52　− −　53　−



−　52　− −　53　−



−　54　− −　55　−



−　54　− −　55　−



−　56　− −　57　−



−　56　− −　57　−



−　58　− −　59　−



−　58　− −　59　−



−　60　− −　61　−



−　60　− −　61　−



−　62　− −　63　−



−　62　− −　63　−



−　64　− −　65　−



−　64　− −　65　−



−　66　− −　67　−



−　66　− −　67　−



−　68　− −　69　−



−　68　− −　69　−



−　70　− −　71　−



−　70　− −　71　−



−　72　− −　73　−



−　72　− −　73　−



−　74　− −　75　−



−　74　− −　75　−



−　76　− −　77　−



−　76　− −　77　−



−　78　− −　79　−



−　78　− −　79　−



−　80　− −　81　−



−　80　− −　81　−



−　82　− −　83　−



−　82　− −　83　−



−　84　− −　85　−



−　84　− −　85　−



−　86　− −　87　−



−　86　− −　87　−



−　88　− −　89　−



−　88　− −　89　−



−　90　− −　91　−



−　90　− −　91　−



−　92　− −　93　−



−　92　− −　93　−



−　94　− −　95　−



−　94　− −　95　−



−　96　− −　97　−



−　96　− −　97　−



−　98　− −　99　−



−　98　− −　99　−



−　100　− −　101　−



−　100　− −　101　−



−　102　− −　103　−



−　102　− −　103　−



−　104　− −　105　−



−　104　− −　105　−



−　106　− −　107　−



−　106　− −　107　−



−　108　− −　109　−



−　108　− −　109　−



−　110　− −　111　−



−　110　− −　111　−



−　112　− −　113　−



−　112　− −　113　−



−　114　− −　115　−



−　114　− −　115　−



−　116　− −　117　−



−　116　− −　117　−



−　118　− −　119　−



−　118　− −　119　−



−　120　− −　121　−



−　120　− −　121　−



−　122　− −　123　−



−　122　− −　123　−



−　124　− −　125　−



−　124　− −　125　−



−　126　− −　127　−



−　126　− −　127　−



−　128　− −　129　−



−　128　− −　129　−



−　130　− −　131　−



−　130　− −　131　−



−　132　− −　133　−



−　132　− −　133　−



−　134　− −　135　−



−　134　− −　135　−



−　136　− −　137　−



−　136　− −　137　−



−　138　− −　139　−



−　138　− −　139　−



−　140　− −　141　−



−　140　− −　141　−



−　142　− −　143　−



−　142　− −　143　−



−　144　− −　145　−



−　144　− −　145　−



−　146　− −　147　−



−　146　− −　147　−



−　148　− −　149　−



−　148　− −　149　−



−　150　− −　151　−



−　150　− −　151　−



−　152　− −　153　−



−　152　− −　153　−



−　154　− −　155　−



−　154　− −　155　−



−　156　− −　157　−



−　156　− −　157　−



−　158　− −　159　−



−　158　− −　159　−



−　160　− −　161　−



−　160　− −　161　−



−　162　− −　163　−



−　162　− −　163　−



−　164　− −　165　−



−　164　− −　165　−



−　166　− −　167　−



−　166　− −　167　−



−　168　− −　169　−



−　168　− −　169　−



−　170　− −　171　−



−　170　− −　171　−



−　172　− −　173　−



−　172　− −　173　−



−　174　− −　175　−



−　174　− −　175　−



−　176　− −　177　−



−　176　− −　177　−



−　178　− −　179　−



−　178　− −　179　−



−　180　− −　181　−



−　180　− −　181　−



−　182　− −　183　−



−　182　− −　183　−



−　184　− −　185　−



−　184　− −　185　−



−　186　− −　187　−



−　186　− −　187　−



−　188　− −　189　−



−　188　− −　189　−



−　190　− −　191　−



−　190　− −　191　−



−　192　− −　193　−



−　192　− −　193　−



−　194　− −　195　−



−　194　− −　195　−



−　196　− −　197　−



−　196　− −　197　−



−　198　− −　199　−



−　198　− −　199　−



−　200　− −　201　−



−　200　− −　201　−



−　202　− −　203　−



−　202　− −　203　−



−　204　− −　205　−



−　204　− −　205　−



−　206　− −　207　−



−　206　− −　207　−



−　208　− −　209　−



−　208　− −　209　−



−　210　− −　211　−



−　210　− −　211　−



−　212　− −　213　−



−　212　− −　213　−



−　214　− −　215　−



−　214　− −　215　−



−　216　− −　217　−



−　216　− −　217　−



−　218　− −　219　−



−　218　− −　219　−



−　220　− −　221　−



−　220　− −　221　−



−　222　− −　223　−



−　222　− −　223　−



給　　与　　費　　明　　細　　書

１　特別職

（単位　千円）

　※ 期末手当等は、通勤手当を含むものとする。

２　一般職

（１）　総　括 （単位　千円）

　※ （　）内は、短時間勤務職員または会計年度任用職員であって、その一週間当たりの通常の勤務時間が常勤職員の一週間

　 当たりの通常の勤務時間に比し短いものについて外書きしている。

（単位　千円）

　※ 管理職手当等は、管理職員特別勤務手当を含むものとする。

給　　　　　　　　与　　　　　　　　費

報　　酬 給　　料 期末手当等 計

町長等 3 23,700 10,298 33,998 6,928 40,926

議　員 14 38,484 16,597 55,081 11,040 66,121

その他 455 27,831 27,831 27,831

計 472 66,315 23,700 26,895 116,910 17,968 134,878

町長等 3 23,700 10,069 33,769 6,730 40,499

議　員 14 38,484 16,228 54,712 11,853 66,565

その他 433 26,860 26,860 26,860

計 450 65,344 23,700 26,297 115,341 18,583 133,924

町長等 0 0 229 229 198 427

971

議　員 0 0 369 369 △ 813 △ 444

22,067 118,088

職 員 手 当 の

内　　　　　　訳

給　　　　　　　　与　　　　　　　　費

報　　酬 給　　料 職員手当 計

(193)

231

(180)

217

区　　分 管理職手当等 地域手当 扶養手当 住居手当 通勤手当

本年度 23,745 50,948 13,872 11,829 12,935

前年度 24,105 49,311 14,118 8,694 11,173

比　　　較 △ 360 1,637 △ 246 3,135 1,762

区　　分 超過勤務手当 期末手当 勤勉手当 宿日直手当 特殊勤務手当

41,078 △ 8 0

45

45

本年度 37,900 212,330 174,797 1,180

前年度 36,806 206,985 133,719 1,188

比　　　較 1,094 5,345

区　　分
職員数
（人）

共　済　費 合　　計

本年度 208,977 812,044 539,581 1,560,602 304,597 1,865,199

備　　考

本
年
度

前
年
度

比

較

区　　分
職員数
（人）

共　済　費 合　　計 備　　考

計 22 971 0 598 1,569 △ 615 954

その他 22 971 971

前年度 194,255 784,182 486,144 1,464,581 282,530 1,747,111

比　　　較 14,722 27,862 53,437 96,021
(13)

14

一般会計

−　224　− −　225　−



給　　与　　費　　明　　細　　書

１　特別職

（単位　千円）

　※ 期末手当等は、通勤手当を含むものとする。

２　一般職

（１）　総　括 （単位　千円）

　※ （　）内は、短時間勤務職員または会計年度任用職員であって、その一週間当たりの通常の勤務時間が常勤職員の一週間

　 当たりの通常の勤務時間に比し短いものについて外書きしている。

（単位　千円）

　※ 管理職手当等は、管理職員特別勤務手当を含むものとする。

給　　　　　　　　与　　　　　　　　費

報　　酬 給　　料 期末手当等 計

町長等 3 23,700 10,298 33,998 6,928 40,926

議　員 14 38,484 16,597 55,081 11,040 66,121

その他 455 27,831 27,831 27,831

計 472 66,315 23,700 26,895 116,910 17,968 134,878

町長等 3 23,700 10,069 33,769 6,730 40,499

議　員 14 38,484 16,228 54,712 11,853 66,565

その他 433 26,860 26,860 26,860

計 450 65,344 23,700 26,297 115,341 18,583 133,924

町長等 0 0 229 229 198 427

971

議　員 0 0 369 369 △ 813 △ 444

22,067 118,088

職 員 手 当 の

内　　　　　　訳

給　　　　　　　　与　　　　　　　　費

報　　酬 給　　料 職員手当 計

(193)

231

(180)

217

区　　分 管理職手当等 地域手当 扶養手当 住居手当 通勤手当

本年度 23,745 50,948 13,872 11,829 12,935

前年度 24,105 49,311 14,118 8,694 11,173

比　　　較 △ 360 1,637 △ 246 3,135 1,762

区　　分 超過勤務手当 期末手当 勤勉手当 宿日直手当 特殊勤務手当

41,078 △ 8 0

45

45

本年度 37,900 212,330 174,797 1,180

前年度 36,806 206,985 133,719 1,188

比　　　較 1,094 5,345

区　　分
職員数
（人）

共　済　費 合　　計

本年度 208,977 812,044 539,581 1,560,602 304,597 1,865,199

備　　考

本
年
度

前
年
度

比

較

区　　分
職員数
（人）

共　済　費 合　　計 備　　考

計 22 971 0 598 1,569 △ 615 954

その他 22 971 971

前年度 194,255 784,182 486,144 1,464,581 282,530 1,747,111

比　　　較 14,722 27,862 53,437 96,021
(13)

14

一般会計

ア　会計年度任用職員以外の職員 （単位　千円）

　※ （　）内は、定年前再任用短時間勤務職員について外書きしている。

（単位　千円）

　※ 管理職手当等は、管理職員特別勤務手当を含むものとする。

イ　会計年度任用職員 （単位　千円）

  ※ （　）内は、会計年度任用職員であって、その一週間当たりの通常の勤務時間が常勤職員の一週間当たりの通常の勤務時

　　間に比し短いものについて外書きしている。

（単位　千円）

(4)

200

(△ 2)

13

区　　分 管理職手当等 地域手当

職 員 手 当 の

内　　　　　　訳

前年度 24,105 46,730

本年度 37,607 173,620

比　　　較 1,000 9,589

区　　分

扶養手当 住居手当 通勤手当

本年度 23,745 48,160 13,872 11,829 12,258

14,118 8,694 10,580

比　　　較 △ 360 1,430 △ 246 3,135 1,678

区　　分 超過勤務手当 期末手当 勤勉手当 宿日直手当 特殊勤務手当

142,405 1,180 45

前年度 36,607 164,031 133,719 1,188 45

8,686 △ 8 0

給　　　　　　　　与　　　　　　　　費

報　　酬 給　　料 職員手当 計

18

46,327 283,598 43,009

期末手当

△ 4,244

326,607

1

区　　分 地域手当 通勤手当

職 員 手 当 の

内　　　　　　訳

超過勤務手当

比　　　較 207 84 94

勤勉手当

本年度 2,788 677 293 38,710 32,392

前年度 2,581 593 199 42,954 0

32,392

備　　考

本年度 765,593 464,721 1,230,314 255,968 1,486,282
(2)

213

給　　　　　　　　与　　　　　　　　費

給　　料 職員手当 計

職員数
（人）

共　済　費 合　　計

1,420,504

比　　　較 24,427 24,904 49,331 16,447 65,778

前年度 741,166 439,817 1,180,983 239,521

区　　分
職員数
（人）

共　済　費 合　　計 備　　考

本年度 208,977 46,451 74,860 330,288 48,629 378,917
(191)

比　　　較 14,722 3,435 28,533 46,690 5,620 52,310

前年度 194,255 43,016
(176)

17

(15)

一般会計

−　224　− −　225　−



（２）　給料の増減明細

千円 千円

給与改定に 給料表改定による増額 改定率

伴う増加分

昇給に伴う 平均昇給額×現に在職 平均昇給率

増加分 する職員数×12月

(4,785円×163人×12月）

その他の 採用、退職、会計間の 会計年度任用職員以外の

増減分 異動等による増減 職員数の変動状況

会計年度任用職員以外の

採用、退職、会計間の異動

等状況

会計年度任用職員の

職員数の変動状況

会計年度任用職員の採用、

退職、会計間の異動等状況

区　　分 増　減　額 増減額の増減事由別内訳 説　　　　　明 備　　　　　考

給 料 27,862 1 5,014 0.7 ％

2 9,360 1.3 ％

3 13,488

（3）

現在、在職
する職員数

200 人

（3）

195 人

（0）

5 人

採用等 退職等

R6年1月1日

R5年1月1日

増　　減

採用等 退職等

18 人 15 人

R5年1月1日 17 人

増　　減 △ 2 人

Ｒ5.1.2～
　　Ｒ6.1.1

15 人 17 人

（見込） （見込）
Ｒ6.1.2～

Ｒ5.1.2～
　　Ｒ6.1.1

25 人 21 人

Ｒ6.1.2～

R6年1月1日 15 人

現在、在職
する職員数

（3） （3）

（2） （3）

16 人 5 人

（見込） （見込）

一般会計

−　226　− −　227　−



（２）　給料の増減明細

千円 千円

給与改定に 給料表改定による増額 改定率

伴う増加分

昇給に伴う 平均昇給額×現に在職 平均昇給率

増加分 する職員数×12月

(4,785円×163人×12月）

その他の 採用、退職、会計間の 会計年度任用職員以外の

増減分 異動等による増減 職員数の変動状況

会計年度任用職員以外の

採用、退職、会計間の異動

等状況

会計年度任用職員の

職員数の変動状況

会計年度任用職員の採用、

退職、会計間の異動等状況

区　　分 増　減　額 増減額の増減事由別内訳 説　　　　　明 備　　　　　考

給 料 27,862 1 5,014 0.7 ％

2 9,360 1.3 ％

3 13,488

（3）

現在、在職
する職員数

200 人

（3）

195 人

（0）

5 人

採用等 退職等

R6年1月1日

R5年1月1日

増　　減

採用等 退職等

18 人 15 人

R5年1月1日 17 人

増　　減 △ 2 人

Ｒ5.1.2～
　　Ｒ6.1.1

15 人 17 人

（見込） （見込）
Ｒ6.1.2～

Ｒ5.1.2～
　　Ｒ6.1.1

25 人 21 人

Ｒ6.1.2～

R6年1月1日 15 人

現在、在職
する職員数

（3） （3）

（2） （3）

16 人 5 人

（見込） （見込）

一般会計

（３）　職員手当の増減明細

千円 千円 千円

給与改定に 給与改定による手当額の 地域手当

伴う増加分 変更による増額 期末手当

勤勉手当

昇給に伴う 地域手当

増加分 期末手当

勤勉手当

その他の 採用、退職、会計間の 会計年度任用職員以外

増減分 異動等による増減 管理職手当等

地域手当

扶養手当

住居手当

通勤手当

超過勤務手当

期末手当

勤勉手当

宿日直手当

会計年度任用職員

地域手当

通勤手当

超過勤務手当

期末手当

勤勉手当

（４）　給料及び職員手当の支給状況

ア　職員一人あたりの給与

　※ 平均年齢の小数点以下は月数を示す。

区　分 増　減　額 増減額の増減事由別内訳 説　　　　　明 備　　　　　　考

職員手当 53,437 1 8,570 312

4,218

4,040

2 4,283 562

2,026

1,695

3 40,584

△ 360

556

△ 246

3,135

1,678

1,000

3,345

2,951

△ 8

207

84

94

△ 4,244

32,392

区　　　　　　　　分 常勤職員

平均給料月額 311,478 円

平均給与月額 349,392 円

平　均　年　齢 43.03 歳

平均給料月額 310,340 円

平均給与月額 349,452 円

平　均　年　齢 42.11 歳

令和6年1月1日
現　　　　　　　在

令和5年1月1日
現　　　　　　　在

一般会計
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イ　初任給

ウ　級別職員数

　※ （　）内は、短時間勤務職員について外書きしている。

（級別の基準となる職務）

エ　昇給

区　　　　分 宮　　代　　町 国

本年度 1級25号給 202,400 円 1級25号給 196,200 円

166,600 円 1級 5号給 166,600 円

前年度 1級25号給 191,800 円 1級25号給 185,200 円

（0） （0）

65 32.5
1級

（3） （100.0）

53 26.5

（0） （0）

30 15.0

（0） （0）

21 10.5

（0） （0）

16 8.0

（0） （0）

4 級 3 級 2 級 1 級

区　　　分 全職員

主　　幹 主　　査 主　　任 主　　事

2号給 人

 職員数 （Ａ） 200 人

 昇給に係る職員数 （Ｂ） 154 人

8号給 人

 比率　（Ｂ）／（Ａ） 77.0 ％

 号給数別内訳 3号給 人

4号給 153 人

1号給 1 人

 職員数 （Ａ） 201 人

 昇給に係る職員数 （Ｂ） 141 人

人

1号給 1 人

2号給 1 人

 比率　（Ｂ）／（Ａ） 70.1 ％

大学卒
10,600円
引き上げ

11,000円
引き上げ

高校卒
7,600円
引き上げ

12,000円
引き上げ

区　　　　分
全職員

級 職員数（人） 構成比（％）

前年度 1級 5号給 159,000 円 1級 5号給 154,600 円

本年度 1級 5号給

2級

3級

4級

5級

6級

計

職　　　務 課　　長 副 課 長

令和6年1月1日

現　　　　　　　在

級 6 級 5 級

15 7.5

（3） （100.0）

200 100.0

 号給数別内訳 3号給 2 人

4号給 137 人

8号給

本
年
度

前
年
度

一般会計
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イ　初任給

ウ　級別職員数

　※ （　）内は、短時間勤務職員について外書きしている。

（級別の基準となる職務）

エ　昇給

区　　　　分 宮　　代　　町 国

本年度 1級25号給 202,400 円 1級25号給 196,200 円

166,600 円 1級 5号給 166,600 円

前年度 1級25号給 191,800 円 1級25号給 185,200 円

（0） （0）

65 32.5
1級

（3） （100.0）

53 26.5

（0） （0）

30 15.0

（0） （0）

21 10.5

（0） （0）

16 8.0

（0） （0）

4 級 3 級 2 級 1 級

区　　　分 全職員

主　　幹 主　　査 主　　任 主　　事

2号給 人

 職員数 （Ａ） 200 人

 昇給に係る職員数 （Ｂ） 154 人

8号給 人

 比率　（Ｂ）／（Ａ） 77.0 ％

 号給数別内訳 3号給 人

4号給 153 人

1号給 1 人

 職員数 （Ａ） 201 人

 昇給に係る職員数 （Ｂ） 141 人

人

1号給 1 人

2号給 1 人

 比率　（Ｂ）／（Ａ） 70.1 ％

大学卒
10,600円
引き上げ

11,000円
引き上げ

高校卒
7,600円
引き上げ

12,000円
引き上げ

区　　　　分
全職員

級 職員数（人） 構成比（％）

前年度 1級 5号給 159,000 円 1級 5号給 154,600 円

本年度 1級 5号給

2級

3級

4級

5級

6級

計

職　　　務 課　　長 副 課 長

令和6年1月1日

現　　　　　　　在

級 6 級 5 級

15 7.5

（3） （100.0）

200 100.0

 号給数別内訳 3号給 2 人

4号給 137 人

8号給

本
年
度

前
年
度

一般会計

オ　期末手当及び勤勉手当

　※ （　）内は定年前再任用短時間勤務職員の支給率である。

カ　定年退職及び応募認定退職に係る退職手当

キ　地域手当

ク　特殊勤務手当

ケ　その他の手当

前年度 2.20 (1.15) 2.30 (1.20) 4.50 (2.35) 有

国の制度 2.25 (1.175) 2.25 (1.175) 4.50 (2.35) 有

区　　　分 国の制度との異同 差異の内容

区　　分 支給率計 （月分）
職 制 上 の 段 階 、 職 務 の
級 等 に よ る 加 算 措 置

本年度 2.25 (1.175) 2.25 (1.175) 4.50 (2.35) 有

支給期別支給率

6月 （月分） 12月 （月分）

区　分
20年勤続の者

（月分）
25年勤続の者

（月分）
35年勤続の者

（月分）
最高限度
（月分）

そ の 他 の
加 算措 置 等

備　考

宮代町 24.586875 33.27075 47.709 47.709
定 年 前 早 期
退 職 特 例 措 置

埼 玉 県 市 町 村
総 合 事 務 組 合

％

国 24.586875 33.27075 47.709 47.709
定 年 前 早 期
退 職 特 例 措 置

支 給 対 象 地 域 全　地　域

5.0 ％

代表的な特殊勤務手当の名称 　感 染 症 防 疫 手 当

区　　　　　　　　　　分 全　　職　　員

給料総額に対する比率 （ ） 0.01 ％ 0.01 ％

保健師、看護師

特殊勤務手当

給料

支給対象職員

全職員数

代表的な職種

扶　養　手　当 同

住　居　手　当 同

通　勤　手　当 同

支給対象職員の比率 （ ） 5.0 ％

支 給 率 6 ％

支 給 対 象 職 員 数 200 人

国 の 指 定 基 準 に
基 づ く 支 給 率

6

一般会計
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（過年度に係る分）

庁 舎 Ｌ Ｅ Ｄ 照 明 庁 舎 Ｌ Ｅ Ｄ 照 明
賃 貸 借 契 約 賃 貸 借 に 要 す る 額

宮代町立コミュニティセンター 宮代町立コミュニティセンター

進 修 館 指 定 管 理 料 進修館の管理運営に要する額

宮 代 町 福 祉 交 流 宮代町福祉交流センターの
セ ン タ ー 指 定 管 理 料 管 理 運 営 に 要 す る 額

学 童 保 育 所 学 童 保 育 所 の
指 定 管 理 料 管 理 運 営 に 要 す る 額

子 ども ・子 育て 支援 事業 子ども・子育て支援 事業
計 画 策 定 業 務 委 託 契 約 計画策定業務委託に要する額

町立みやしろ保育園ＬＥＤ 町立みやしろ保育園ＬＥＤ
照 明 賃 貸 借 契 約 照 明 賃 貸 借 に 要 す る 額

町 立 国 納 保 育 園 Ｌ Ｅ Ｄ 町 立 国 納 保 育 園 Ｌ Ｅ Ｄ
照 明 賃 貸 借 契 約 照 明 賃 貸 借 に 要 す る 額

保 健 セ ン タ ー Ｌ Ｅ Ｄ 保 健 セ ン タ ー Ｌ Ｅ Ｄ
照 明 賃 貸 借 契 約 照 明 賃 貸 借 に 要 す る 額

公設宮代福祉医療センター 公設宮代福祉医療センター
指 定 管 理 料 管 理 運 営 に 要 す る 額

農 業近 代化 資金 利子 補助
（ 平 成 30 年 度 融 資 分 ）

農 業近 代化 資金 利子 補助
（ 令 和 元 年 度 融 資 分 ）

農 業近 代化 資金 利子 補助
（ 令 和 2 年 度 融 資 分 ）

農 業近 代化 資金 利子 補助
（ 令 和 3 年 度 融 資 分 ）

農 業近 代化 資金 利子 補助
（ 令 和 4 年 度 融 資 分 ）

農 業近 代化 資金 利子 補助
（ 平 成 28 年 度 融 資 分 ）

同 上

50

令和4年度から
令和5年度まで

23

令和元年度から
令和5年度まで

管 理 運 営 に 要 す る 額

同 上 24

同 上

2,926

債 務 負 担 行 為 で 翌 年 度 以 降 に わ た る も

融資機関が農業者に対し
融資した場合において、
「宮代町農業近代化資金
利子補給要綱」に基づき
利子補給することとなる額

平成30年度から
令和5年度まで

令和3年度から
令和5年度まで

3,098

105,556

34

令和2年度から
令和5年度まで

又 は 支 出 額 の 見 込 み 及 び 当 該 年 度

前年度末までの支出見込額

令和3年度から
令和5年度まで

同 上

期        間 金  額

470,044

事         項 限    度    額

か え で 児 童 ク ラ ブ
指 定 管 理 料

か え で 児 童 ク ラ ブ の

11,105

令和4年度から
令和5年度まで

28

令和3年度から
令和5年度まで

令 和 5 年 度

令和4年度から
令和5年度まで

440

令和4年度から
令和5年度まで

286

同 上
令和3年度から
令和5年度まで

144令 和 5 年 度

10

令和2年度から
令和5年度まで

0

平成28年度から
令和5年度まで

−　230　− −　231　−



（過年度に係る分）

庁 舎 Ｌ Ｅ Ｄ 照 明 庁 舎 Ｌ Ｅ Ｄ 照 明
賃 貸 借 契 約 賃 貸 借 に 要 す る 額

宮代町立コミュニティセンター 宮代町立コミュニティセンター

進 修 館 指 定 管 理 料 進修館の管理運営に要する額

宮 代 町 福 祉 交 流 宮代町福祉交流センターの
セ ン タ ー 指 定 管 理 料 管 理 運 営 に 要 す る 額

学 童 保 育 所 学 童 保 育 所 の
指 定 管 理 料 管 理 運 営 に 要 す る 額

子 ども ・子 育て 支援 事業 子ども・子育て支援 事業
計 画 策 定 業 務 委 託 契 約 計画策定業務委託に要する額

町立みやしろ保育園ＬＥＤ 町立みやしろ保育園ＬＥＤ
照 明 賃 貸 借 契 約 照 明 賃 貸 借 に 要 す る 額

町 立 国 納 保 育 園 Ｌ Ｅ Ｄ 町 立 国 納 保 育 園 Ｌ Ｅ Ｄ
照 明 賃 貸 借 契 約 照 明 賃 貸 借 に 要 す る 額

保 健 セ ン タ ー Ｌ Ｅ Ｄ 保 健 セ ン タ ー Ｌ Ｅ Ｄ
照 明 賃 貸 借 契 約 照 明 賃 貸 借 に 要 す る 額

公設宮代福祉医療センター 公設宮代福祉医療センター
指 定 管 理 料 管 理 運 営 に 要 す る 額

農 業近 代化 資金 利子 補助
（ 平 成 30 年 度 融 資 分 ）

農 業近 代化 資金 利子 補助
（ 令 和 元 年 度 融 資 分 ）

農 業近 代化 資金 利子 補助
（ 令 和 2 年 度 融 資 分 ）

農 業近 代化 資金 利子 補助
（ 令 和 3 年 度 融 資 分 ）

農 業近 代化 資金 利子 補助
（ 令 和 4 年 度 融 資 分 ）

農 業近 代化 資金 利子 補助
（ 平 成 28 年 度 融 資 分 ）

同 上

50

令和4年度から
令和5年度まで

23

令和元年度から
令和5年度まで

管 理 運 営 に 要 す る 額

同 上 24

同 上

2,926

債 務 負 担 行 為 で 翌 年 度 以 降 に わ た る も

融資機関が農業者に対し
融資した場合において、
「宮代町農業近代化資金
利子補給要綱」に基づき
利子補給することとなる額

平成30年度から
令和5年度まで

令和3年度から
令和5年度まで

3,098

105,556

34

令和2年度から
令和5年度まで

又 は 支 出 額 の 見 込 み 及 び 当 該 年 度

前年度末までの支出見込額

令和3年度から
令和5年度まで

同 上

期        間 金  額

470,044

事         項 限    度    額

か え で 児 童 ク ラ ブ
指 定 管 理 料

か え で 児 童 ク ラ ブ の

11,105

令和4年度から
令和5年度まで

28

令和3年度から
令和5年度まで

令 和 5 年 度

令和4年度から
令和5年度まで

440

令和4年度から
令和5年度まで

286

同 上
令和3年度から
令和5年度まで

144令 和 5 年 度

10

令和2年度から
令和5年度まで

0

平成28年度から
令和5年度まで

（単位：千円）

一般財源

令 和 6 年 度 か ら
令 和 15 年 度 ま で

令 和 6 年 度 か ら
令 和 10 年 度 ま で

同 上

同 上

同 上

同 上

金  額

限 度 額
に 同 じ

同 上

期        間

令 和 6 年 度

特    定    財    源

同 上

同 上

その他地方債

令 和 6 年 度 か ら
令 和 10 年 度 ま で

子ども・子育て
支援交付金交付
要綱に基づく額

令 和 6 年 度 か ら
令 和 13 年 度 ま で

国　県
支出金

の に つ い て の 前 年 度 末 ま で の 支 出 額

以 降 の 支 出 予 定 額 等 に 関 す る 調 書

当該年度以降の支出予定額
左   の   財   源   内   訳

限 度 額 か ら
左 記 特 定 財 源
を 控 除 し た 額

同 上
令 和 6 年 度 か ら
令 和 8 年 度 ま で

令 和 6 年 度

令 和 6 年 度 か ら
令 和 14 年 度 ま で

同 上

同 上

同 上

同 上

同 上

令 和 6 年 度 か ら
令 和 13 年 度 ま で

令 和 6 年 度 か ら
令 和 7 年 度 ま で

限 度 額
に 同 じ

同 上 同 上

限 度 額
に 同 じ

同 上

同 上

同 上

令 和 6 年 度 か ら
令 和 7 年 度 ま で

令 和 6 年 度 か ら
令 和 13 年 度 ま で

同 上

同 上 同 上

同 上

同 上
令 和 6 年 度 か ら
令 和 14 年 度 ま で

同 上同 上

同 上

令 和 6 年 度 か ら
令 和 8 年 度 ま で

同 上

令 和 6 年 度 か ら
令 和 7 年 度 ま で

同 上

同 上
令 和 6 年 度 か ら
令 和 9 年 度 ま で

−　230　− −　231　−



（過年度に係る分）

農 業近 代化 資金 利子 補助
（ 令 和 5 年 度 融 資 分 ）

「宮代町農地流動化 奨励
補 助 金 交 付 要 綱 」 に
基 づ き 交 付 す る 額

新 し い 村 の 管 理

運 営 に 要 す る 額

は ら っ パ ー ク 宮 代 は ら っ パ ー ク 宮 代 の
指 定 管 理 料 管 理 運 営 に 要 す る 額

小 学 校 Ｌ Ｅ Ｄ 小 学 校 Ｌ Ｅ Ｄ
照 明 賃 貸 借 契 約 照 明 賃 貸 借 に 要 す る 額

中 学 校 Ｌ Ｅ Ｄ 中 学 校 Ｌ Ｅ Ｄ
照 明 賃 貸 借 契 約 照 明 賃 貸 借 に 要 す る 額

宮 代 町 立 図 書 館 宮 代 町 立 図 書 館 の

指 定 管 理 料 管 理 運 営 に 要 す る 額

宮 代 町 総 合 運 動 公 園 の

管 理 運 営 に 要 す る 額

（令和６年度に係る分）

融資機関が農業者に 対し
農 業 近 代化 資金 利子 補助 融資した場合におい て、
（ 令 和 6 年 度 融 資 分 ） 「宮代町農業近代化 資金

利子補給要綱」に基 づき
利子補給することとなる額

「宮代町農地流動化奨励

補 助 金 交 付 要 綱 」 に

基 づ き 交 付 す る 額

宮 代 町 総 合 運 動 公 園

指 定 管 理 料

令和4年度から
令和5年度まで

平成29年度から
令和5年度まで

67,760

令和3年度から
令和5年度まで

267,205

期        間 金  額

前年度末までの支出見込額

新 し い 村
指 定 管 理 料 令 和 5 年 度 34,354

前年度末までの支出見込額

期        間 金  額

農 地 流 動 化 奨 励 補 助
（ 令 和 6 年 度 認 定 分 ）

令 和 5 年 度

事         項 限    度    額

事         項 限    度    額

農 地 流 動 化 奨 励 補 助
（ 平 成 29 年 度 認 定 分 ）

130

令 和 5 年 度 478

融資機関が農業者に対し
融資した場合において、
「宮代町農業近代化資金
利子補給要綱」に基づき
利子補給することとなる額

令 和 5 年 度

令 和 5 年 度

2

672

24,382

−　232　− −　233　−



（過年度に係る分）

農 業近 代化 資金 利子 補助
（ 令 和 5 年 度 融 資 分 ）

「宮代町農地流動化 奨励
補 助 金 交 付 要 綱 」 に
基 づ き 交 付 す る 額

新 し い 村 の 管 理

運 営 に 要 す る 額

は ら っ パ ー ク 宮 代 は ら っ パ ー ク 宮 代 の
指 定 管 理 料 管 理 運 営 に 要 す る 額

小 学 校 Ｌ Ｅ Ｄ 小 学 校 Ｌ Ｅ Ｄ
照 明 賃 貸 借 契 約 照 明 賃 貸 借 に 要 す る 額

中 学 校 Ｌ Ｅ Ｄ 中 学 校 Ｌ Ｅ Ｄ
照 明 賃 貸 借 契 約 照 明 賃 貸 借 に 要 す る 額

宮 代 町 立 図 書 館 宮 代 町 立 図 書 館 の

指 定 管 理 料 管 理 運 営 に 要 す る 額

宮 代 町 総 合 運 動 公 園 の

管 理 運 営 に 要 す る 額

（令和６年度に係る分）

融資機関が農業者に 対し
農 業 近 代化 資金 利子 補助 融資した場合におい て、
（ 令 和 6 年 度 融 資 分 ） 「宮代町農業近代化 資金

利子補給要綱」に基 づき
利子補給することとなる額

「宮代町農地流動化奨励

補 助 金 交 付 要 綱 」 に

基 づ き 交 付 す る 額

宮 代 町 総 合 運 動 公 園

指 定 管 理 料

令和4年度から
令和5年度まで

平成29年度から
令和5年度まで

67,760

令和3年度から
令和5年度まで

267,205

期        間 金  額

前年度末までの支出見込額

新 し い 村
指 定 管 理 料 令 和 5 年 度 34,354

前年度末までの支出見込額

期        間 金  額

農 地 流 動 化 奨 励 補 助
（ 令 和 6 年 度 認 定 分 ）

令 和 5 年 度

事         項 限    度    額

事         項 限    度    額

農 地 流 動 化 奨 励 補 助
（ 平 成 29 年 度 認 定 分 ）

130

令 和 5 年 度 478

融資機関が農業者に対し
融資した場合において、
「宮代町農業近代化資金
利子補給要綱」に基づき
利子補給することとなる額

令 和 5 年 度

令 和 5 年 度

2

672

24,382

（単位：千円）

一般財源

令 和 6 年 度 か ら
令 和 15 年 度 ま で

令 和 6 年 度 か ら
令 和 15 年 度 ま で

（単位：千円）

一般財源

令 和 6 年 度 か ら
令 和 7 年 度 ま で

同 上

令 和 6 年 度 か ら
令 和 9 年 度 ま で

同 上

限 度 額
に 同 じ

期        間
国　県
支出金

左   の   財   源   内   訳

地方債

同 上

同 上

同 上

国　県
支出金

その他

令 和 6 年 度 か ら
令 和 15 年 度 ま で

期        間 金  額

特    定    財    源

その他

同 上 同 上

限 度 額
に 同 じ

限 度 額
に 同 じ

令 和 6 年 度 か ら
令 和 26 年 度 ま で

金  額

左   の   財   源   内   訳

令 和 6 年 度 か ら
令 和 14 年 度 ま で

当該年度以降の支出予定額

令 和 6 年 度 か ら
令 和 13 年 度 ま で

特    定    財    源

地方債

同 上

令 和 6 年 度 か ら
令 和 8 年 度 ま で

同 上

同 上

同 上

当該年度以降の支出予定額

限 度 額
に 同 じ

同 上 同 上

同 上

同 上
令 和 6 年 度 か ら
令 和 8 年 度 ま で

同 上
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前 々 年 度 末 前 年 度 末

現 在 高 現 在 高 見 込 額

１ 普　　　通　　　債 2,621,715 2,890,047

（１） 総 務 債 429,260 444,738

（２） 民 生 債 574,534 515,672

（３） 衛 生 債 307,179 405,477

（４） 農 林 水 産 業 債 0 34,700

（５） 土 木 債 907,671 1,029,460

（５） 消 防 債 84,820 79,895

（６） 教 育 債 318,251 380,105

２ そ　　　の　　　他 5,218,615 4,763,005

（１） 減 税 補 て ん 債 26,070 14,619

（２） 減 収 補 て ん 債 29,972 26,308

（３） 臨 時 財 政 対 策 債 5,162,573 4,722,078

合　　　　　　計 7,840,330 7,653,052

地 方 債 の 前 々 年 度 末 に お け る

当 該 年 度 末 に お け る 現 在 高 の

区　　　　　　分

－222－
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前 々 年 度 末 前 年 度 末

現 在 高 現 在 高 見 込 額

１ 普　　　通　　　債 2,621,715 2,890,047

（１） 総 務 債 429,260 444,738

（２） 民 生 債 574,534 515,672

（３） 衛 生 債 307,179 405,477

（４） 農 林 水 産 業 債 0 34,700

（５） 土 木 債 907,671 1,029,460

（５） 消 防 債 84,820 79,895

（６） 教 育 債 318,251 380,105

２ そ　　　の　　　他 5,218,615 4,763,005

（１） 減 税 補 て ん 債 26,070 14,619

（２） 減 収 補 て ん 債 29,972 26,308

（３） 臨 時 財 政 対 策 債 5,162,573 4,722,078

合　　　　　　計 7,840,330 7,653,052

地 方 債 の 前 々 年 度 末 に お け る

当 該 年 度 末 に お け る 現 在 高 の

区　　　　　　分

－222－

（単位：千円）

当　該　年　度　中　増　減　見　込　み
当 該 年 度 末

当 該 年 度 中 当 該 年 度 中 元 金
現 在 高 見 込 額

起 債 見 込 額 償 還 見 込 額

1,663,900 303,053 4,250,894

919,500 39,060 1,325,178

0 50,111 465,561

30,000 42,646 392,831

91,400 978 125,122

390,400 118,621 1,301,239

0 4,936 74,959

232,600 46,701 566,004

28,000 492,304 4,298,701

0 8,267 6,352

0 3,665 22,643

28,000 480,372 4,269,706

1,691,900 795,357 8,549,595

現 在 高 並 び に 前 年 度 末 及 び

見 込 み に 関 す る 調 書

－223－
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（　附　　予　算　説　明　書　）

令　和　６　年　度

宮 代 町 国 民 健 康 保 険 特 別 会 計 予 算
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令和６年度宮代町国民健康保険特別会計予算 
 
 
 
 令和６年度宮代町の国民健康保険特別会計の予算は、次に定めるところによる。 
（歳入歳出予算） 
第１条 歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ３，３１２，３０４千円と定める。 
２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表 歳入歳出予算」に

よる。 
（一時借入金） 
第２条 地方自治法第２３５条の３第２項の規定による一時借入金の借入れの最高額は、 
２００，０００千円と定める。 

（歳出予算の流用） 
第３条 地方自治法第２２０条第２項ただし書の規定により歳出予算の各項の経費の金 
額を流用することができる場合は、次のとおりと定める。 

（１）保険給付費の各項に計上した予算額に過不足を生じた場合における同一款内でのこ

れらの経費の各項の間の流用 
 
  令和６年２月２９日提出 
 
                      宮代町長  新  井  康  之 
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宮代町国民健康保険特別会計予算に関する説明書 

令　和　６　年　度
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−　246　− −　247　−
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−　248　− −　249　−



−　250　− −　251　−



−　250　− −　251　−



−　252　− −　253　−



−　252　− −　253　−



−　254　− −　255　−



−　254　− −　255　−



−　256　− −　257　−



−　256　− −　257　−



−　258　− −　259　−



−　258　− −　259　−



−　260　− −　261　−



−　260　− −　261　−



−　262　− −　263　−



−　262　− −　263　−



−　264　− −　265　−



−　264　− −　265　−



−　266　− −　267　−



−　266　− −　267　−



−　268　− −　269　−



−　268　− −　269　−
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給　　与　　費　　明　　細　　書

１　特別職

（単位　千円）

２　一般職

（１）　総　括 （単位　千円）

　 間に比し短いものについて外書きしている。

（単位　千円）

本年度 360 1,107 78

6,366

　※ （　）内は、会計年度任用職員であって、その一週間当たりの通常の勤務時間が常勤職員の一週間当たりの通常の勤務時

区　　分 管理職手当 地域手当 扶養手当 住居手当 通勤手当

276 136

前年度 5,611 18,833

前年度 480 1,196 618 276 129

比　　　較 △ 120 △ 89 △ 540 0 7

区　　分 超過勤務手当 期末手当 勤勉手当

本年度 308 4,246 3,480

前年度 260 4,899 3,435

比　　　較 48 △ 653 45

共　済　費 合　　計 備　　考

本年度 5,576 18,003 9,991 33,570 6,095 39,665

給　　　　　　　　与　　　　　　　　費

報　　酬 給　　料 職員手当 計

(12)

5

比　　　較 △ 35 △ 830 △ 1,302 △ 2,167

区　　分
職員数
（人）

(16)

5

(△4)

0

42,103

△ 271 △ 2,438

11,293 35,737

職 員 手 当 の

内　　　　　　訳

区　　分
職員数
（人）

給　　　　　　　　与　　　　　　　　費
共　済　費 合　　計 備　　考

報　　酬 給　　料 期末手当等 計

本
年
度

町長等

その他 12 427 427 427

議　員

計 12 427 427 427

前
年
度

町長等

その他 12 427 427 427

議　員

計 12 427 427 427

比

較

町長等

その他 0 0 0 0

議　員

計 0 0 0 0
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給　　与　　費　　明　　細　　書

１　特別職

（単位　千円）

２　一般職

（１）　総　括 （単位　千円）

　 間に比し短いものについて外書きしている。

（単位　千円）

本年度 360 1,107 78

6,366

　※ （　）内は、会計年度任用職員であって、その一週間当たりの通常の勤務時間が常勤職員の一週間当たりの通常の勤務時

区　　分 管理職手当 地域手当 扶養手当 住居手当 通勤手当

276 136

前年度 5,611 18,833

前年度 480 1,196 618 276 129

比　　　較 △ 120 △ 89 △ 540 0 7

区　　分 超過勤務手当 期末手当 勤勉手当

本年度 308 4,246 3,480

前年度 260 4,899 3,435

比　　　較 48 △ 653 45

共　済　費 合　　計 備　　考

本年度 5,576 18,003 9,991 33,570 6,095 39,665

給　　　　　　　　与　　　　　　　　費

報　　酬 給　　料 職員手当 計

(12)

5

比　　　較 △ 35 △ 830 △ 1,302 △ 2,167

区　　分
職員数
（人）

(16)

5

(△4)

0

42,103

△ 271 △ 2,438

11,293 35,737

職 員 手 当 の

内　　　　　　訳

区　　分
職員数
（人）

給　　　　　　　　与　　　　　　　　費
共　済　費 合　　計 備　　考

報　　酬 給　　料 期末手当等 計

本
年
度

町長等

その他 12 427 427 427

議　員

計 12 427 427 427

前
年
度

町長等

その他 12 427 427 427

議　員

計 12 427 427 427

比

較

町長等

その他 0 0 0 0

議　員

計 0 0 0 0

国民健康保険特別会計

ア　会計年度任用職員以外の職員 （単位　千円）

（単位　千円）

イ　会計年度任用職員 （単位　千円）

　 間に比し短いものについて外書きしている。

（単位　千円）

前年度 5 18,833 10,647 29,480 5,962 35,442

給　　　　　　　　与　　　　　　　　費

給　　料 職員手当 計

本年度 5 18,003 8,850 26,853

区　　分
職員数
（人）

比　　　較 0 △ 830 △ 1,797 △ 2,627 △ 320 △ 2,947

5,642 32,495

共　済　費 合　　計 備　　考

区　　分 管理職手当 地域手当 扶養手当 住居手当 通勤手当

本年度 360 1,107 78 276 136

前年度 480 1,196 618 276 129

比　　　較 △ 120 △ 89 △ 540 0 7

区　　分 超過勤務手当 期末手当 勤勉手当

本年度 308 3,625 2,960

前年度 260 4,253 3,435

比　　　較 48 △ 628 △ 475

給　　　　　　　　与　　　　　　　　費

報　　酬 給　　料 職員手当 計

0

(△4)

0

　※ （　）内は、会計年度任用職員であって、その一週間当たりの通常の勤務時間が常勤職員の一週間当たりの通常の勤務時

区　　分 期末手当 勤勉手当

0 646 6,257 404 6,661

比　　　較 △ 35

比　　　較 △ 25 520

職 員 手 当 の

内　　　　　　訳

本年度 621 520

前年度 646 0

区　　分
職員数
（人）

共　済　費 合　　計 備　　考

本年度 5,576 0 1,141 6,717 453
(12)

0
7,170

509

前年度 5,611
(16)

0 495 460 49

職 員 手 当 の

内　　　　　　訳
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（２）　給料の増減明細

千円 千円

給与改定に 給料表改定に伴う増額 改定率

伴う増減分

昇給に伴う 平均昇給額×現に在職 平均昇給率

増加分 する職員数×12月

(3,567円×3人×12月）

その他の 採用、退職、会計間の 会計年度任用職員以外の

増減分 異動等による減額 職員数の変動状況

会計年度任用職員以外の

採用、退職、会計間の異動

等状況

区　　分 増　減　額 増減額の増減事由別内訳 説　　　　　明 備　　　　　考

給 料 △ 830 1 128 0.9 ％

2 129 0.9 ％

3 △ 1,087

R6年1月1日 5 人

R5年1月1日 5 人

増　　減 0 人

現在、在職
する職員数

採用等 退職等

0 人 0 人
（見込） （見込）

R5.1.2～
　　Ｒ6.1.1

3 人 3 人

Ｒ6.1.2～
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（２）　給料の増減明細

千円 千円

給与改定に 給料表改定に伴う増額 改定率

伴う増減分

昇給に伴う 平均昇給額×現に在職 平均昇給率

増加分 する職員数×12月

(3,567円×3人×12月）

その他の 採用、退職、会計間の 会計年度任用職員以外の

増減分 異動等による減額 職員数の変動状況

会計年度任用職員以外の

採用、退職、会計間の異動

等状況

区　　分 増　減　額 増減額の増減事由別内訳 説　　　　　明 備　　　　　考

給 料 △ 830 1 128 0.9 ％

2 129 0.9 ％

3 △ 1,087

R6年1月1日 5 人

R5年1月1日 5 人

増　　減 0 人

現在、在職
する職員数

採用等 退職等

0 人 0 人
（見込） （見込）

R5.1.2～
　　Ｒ6.1.1

3 人 3 人

Ｒ6.1.2～

国民健康保険特別会計

（３）　職員手当の増減明細

千円 千円 千円

給与改定に 給与改定による手当額の 地域手当

伴う増減分 変更による増額 期末手当

勤勉手当

昇給に伴う 地域手当

増加分 期末手当

勤勉手当

その他の 採用、退職、会計間の 会計年度任用職員以外

増減分 異動等による増減 管理職手当

地域手当

扶養手当

通勤手当

超過勤務手当

期末手当

勤勉手当

会計年度任用職員

期末手当

勤勉手当

（４）　給料及び職員手当の支給状況

ア　職員一人あたりの給与

　※ 平均年齢の小数点以下は月数を示す。

区　　分 増　減　額 増減額の増減事由別内訳 説　　　　　明 備　　　　　　考

職員 手当 △ 1,302 1 192 12

92

88

2 60 8

28

24

3 △ 1,554

△ 120

△ 109

△ 540

7

48

△ 748

△ 587

歳

△ 25

520

区　　　　　　　　分 常勤職員

平均給料月額 299,700 円
令和6年1月1日
現　　　　　　　在

平均給与月額 325,155 円

平　均　年　齢 45.06 歳

令和5年1月1日
現　　　　　　　在

平均給料月額 319,280 円

平均給与月額 361,269 円

平　均　年　齢 45.05
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イ　初任給

ウ　級別職員数

（級別の基準となる職務）

エ　昇給

区　　　　分 宮　　代　　町 国

本年度 1級25号給 202,400 円 1級25号給 196,200 円 11,000円
引き上げ前年度 1級25号給 191,800 円 1級25号給 185,200 円

10,600円
引き上げ

1級 5号給 154,600 円

本年度 1級 5号給 166,600 円 1級 5号給 166,600 円

全職員

級 職員数（人） 構成比（％）

1級 1 20.00

2級 3 60.00

3級 0 0.00

 職員数 （Ａ） 5 人

区　　　分 合　　計

6級 0 0.00

計 5 100.00

 昇給に係る職員数 （Ｂ） 2 人

2号給 人

4号給 2 人

6号給

8号給

 比率　（Ｂ）／（Ａ） 40.0 ％

 号給数別内訳

 職員数 （Ａ） 5 人

 昇給に係る職員数 （Ｂ） 4 人

2号給

 号給数別内訳
4号給 4 人

6号給

8号給

 比率　（Ｂ）／（Ａ） 80.0 ％

高校卒
7,600円
引き上げ

12,000円
引き上げ前年度 1級 5号給 159,000 円

区　　　　分

職　　　務 課　　長 副 課 長 主　　幹 主　　査 主　　任 主　　事

級 6 級 5 級 4 級 3 級 2 級 1 級

4級 1 20.00

5級 0 0.00

令和6年1月1日

現　　　　　　　在

本
年
度

前
年
度

大学卒
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イ　初任給

ウ　級別職員数

（級別の基準となる職務）

エ　昇給

区　　　　分 宮　　代　　町 国

本年度 1級25号給 202,400 円 1級25号給 196,200 円 11,000円
引き上げ前年度 1級25号給 191,800 円 1級25号給 185,200 円

10,600円
引き上げ

1級 5号給 154,600 円

本年度 1級 5号給 166,600 円 1級 5号給 166,600 円

全職員

級 職員数（人） 構成比（％）

1級 1 20.00

2級 3 60.00

3級 0 0.00

 職員数 （Ａ） 5 人

区　　　分 合　　計

6級 0 0.00

計 5 100.00

 昇給に係る職員数 （Ｂ） 2 人

2号給 人

4号給 2 人

6号給

8号給

 比率　（Ｂ）／（Ａ） 40.0 ％

 号給数別内訳

 職員数 （Ａ） 5 人

 昇給に係る職員数 （Ｂ） 4 人

2号給

 号給数別内訳
4号給 4 人

6号給

8号給

 比率　（Ｂ）／（Ａ） 80.0 ％

高校卒
7,600円
引き上げ

12,000円
引き上げ前年度 1級 5号給 159,000 円

区　　　　分

職　　　務 課　　長 副 課 長 主　　幹 主　　査 主　　任 主　　事

級 6 級 5 級 4 級 3 級 2 級 1 級

4級 1 20.00

5級 0 0.00

令和6年1月1日

現　　　　　　　在

本
年
度

前
年
度

大学卒

国民健康保険特別会計

オ　期末手当及び勤勉手当

　※ （　）内は定年前再任用短時間勤務職員の支給率である。

カ　定年退職及び応募認定退職に係る退職手当

キ　地域手当

ク　その他の手当

支給期別支給率

6月 （月分） 12月 （月分）

区　　　分 国の制度との異同 差異の内容

区　　分 支給率計 （月分）

前年度 2.20 (1.15) 2.30 (1.20) 4.50 (2.35)

区　分
20年勤続の者

（月分）
25年勤続の者

（月分）
35年勤続の者

（月分）
最高限度
（月分）

国

職 制 上 の 段 階 、 職 務 の
級 等 に よ る 加 算 措 置

本年度 2.25 (1.175) 2.25 (1.175) 4.50 (2.35) 有

有

国の制度 2.25 (1.175) 2.25 (1.175) 4.50 (2.35) 有

47.709
定 年 前 早 期
退 職 特 例 措 置

支 給 対 象 地 域 全　地　域

支 給 率 6 ％

そ の 他 の
加 算 措 置 等

備　考

宮代町 24.586875 33.27075 47.709 47.709
定 年 前 早 期
退 職 特 例 措 置

埼 玉 県 市 町 村
総 合 事 務 組 合

住　居　手　当 同

通　勤　手　当 同

支 給 対 象 職 員 数 5 人

国 の 指 定 基 準 に
基 づ く 支 給 率

6 ％

扶　養　手　当 同

24.586875 33.27075 47.709
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（　附　　予　算　説　明　書　）

令　和　６　年　度

宮 代 町 介 護 保 険 特 別 会 計 予 算
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令 和 ６ 年 度 宮 代 町 介 護 保 険 特 別 会 計 予 算 
 
 
 
令和６年度宮代町の介護保険特別会計の予算は、次に定めるところによる。 

（歳入歳出予算） 
第１条 歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ３，４００，１７７千円と定める。 
２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表 歳入歳出予算」に

よる。 
（債務負担行為） 
第２条 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２１４条の規定により債務を負担する

行為をすることができる事項、期間及び限度額は、「第２表 債務負担行為」による。 
（一時借入金） 
第３条 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２３５条の３第２項の規定による一時 
借入金の借入れの最高額は、５０，０００千円と定める。 

（歳出予算の流用） 
第４条 地方自治法第２２０条第２項ただし書の規定により歳出予算の各項の経費の金

額を流用することができる場合は、次のとおりと定める。 
（１）保険給付費の各項に計上した予算額に過不足を生じた場合における同一款内でのこ

れらの経費の各項の間の流用 
 
  令和６年２月２９日提出 
 
                      宮代町長  新  井  康  之 
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（単位：千円）

事　　　　　　　項 期　　　　　　間 限　　　　度　　　　額

地 域 包 括 支 援 セ ン タ ー 令 和 ７ 年 度 か ら 地 域 包 括 支 援 セ ン タ ー
業 務 委 託 契 約 令 和 ９ 年 度 ま で 業 務 委 託 に 要 す る 額

第　 ２ 　表 　　　債　 務 　負　 担　 行　 為
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（単位：千円）

事　　　　　　　項 期　　　　　　間 限　　　　度　　　　額

地 域 包 括 支 援 セ ン タ ー 令 和 ７ 年 度 か ら 地 域 包 括 支 援 セ ン タ ー
業 務 委 託 契 約 令 和 ９ 年 度 ま で 業 務 委 託 に 要 す る 額

第　 ２ 　表 　　　債　 務 　負　 担　 行　 為

宮代町介護保険特別会計予算に関する説明書 

令　和　６　年　度
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−　283　−



−　284　− −　285　−



−　284　− −　285　−



−　286　− −　287　−



−　286　− −　287　−



−　288　− −　289　−



−　288　− −　289　−



−　290　− −　291　−



−　290　− −　291　−



−　292　− −　293　−



−　292　− −　293　−



−　294　− −　295　−



−　294　− −　295　−



−　296　− −　297　−



−　296　− −　297　−



−　298　− −　299　−



−　298　− −　299　−



−　300　− −　301　−



−　300　− −　301　−



−　302　− −　303　−



−　302　− −　303　−



−　304　− −　305　−



−　304　− −　305　−



−　306　− −　307　−



−　306　− −　307　−



−　308　− −　309　−



−　308　− −　309　−



−　310　− −　311　−



−　310　− −　311　−



−　312　− −　313　−



−　312　− −　313　−



−　314　− −　315　−



−　314　− −　315　−



−　316　− −　317　−



−　316　− −　317　−



−　318　− −　319　−



−　318　− −　319　−



−　320　− −　321　−



−　320　− −　321　−



−　322　− −　323　−



−　322　− −　323　−



−　324　− −　325　−



−　324　− −　325　−



−　326　− −　327　−



−　326　− −　327　−



−　328　− −　329　−



−　328　− −　329　−



給　　与　　費　　明　　細　　書

１　特別職

（単位　千円）

２　一般職

（１）　総　括 （単位　千円）

　 間に比し短いものについて外書きしている。

（単位　千円）

計 0 △ 180 △ 180 △ 180

議　員比

較

町長等

その他 0 △ 180 △ 180 △ 180

計 41 5,320 5,320 5,320

議　員前
年
度

町長等

その他 41 5,320 5,320 5,320

計 41 5,140 5,140 5,140

議　員本
年
度

町長等

その他 41 5,140 5,140 5,140

区　　分
職員数
（人）

給　　　　　　　　与　　　　　　　　費
共　済　費 合　　計 備　　考

報　　酬 給　　料 期末手当等 計

94,829

比　　　較 △ 233 △ 1,935 △ 891 △ 3,059 145 △ 2,914

前年度 11,191 43,128 26,524 80,843

区　　分
職員数
（人）

(12)

11

共　済　費

13,986

合　　計 備　　考

本年度 10,958 41,193 25,633 77,784 14,131 91,915

給　　　　　　　　与　　　　　　　　費

報　　酬 給　　料 職員手当 計

(12)

11

前年度 2,600 10,105 7,807

比　　　較 △ 1,280 △ 216 148

区　　分 超過勤務手当 期末手当 勤勉手当

本年度 1,320 9,889 7,955

△ 98 312 240 3

(0)

0

　※ （　）内は、会計年度任用職員であって、その一週間当たりの通常の勤務時間が常勤職員の一週間当たりの通常の勤務時

区　　分 管理職手当 地域手当 扶養手当 住居手当 通勤手当

職 員 手 当 の

内　　　　　　訳

本年度 840 2,628 1,764 804 433

前年度 840 2,726 1,452 564 430

比　　　較 0

介護保険特別会計−　330　− −　331　−



給　　与　　費　　明　　細　　書

１　特別職

（単位　千円）

２　一般職

（１）　総　括 （単位　千円）

　 間に比し短いものについて外書きしている。

（単位　千円）

計 0 △ 180 △ 180 △ 180

議　員比

較

町長等

その他 0 △ 180 △ 180 △ 180

計 41 5,320 5,320 5,320

議　員前
年
度

町長等

その他 41 5,320 5,320 5,320

計 41 5,140 5,140 5,140

議　員本
年
度

町長等

その他 41 5,140 5,140 5,140

区　　分
職員数
（人）

給　　　　　　　　与　　　　　　　　費
共　済　費 合　　計 備　　考

報　　酬 給　　料 期末手当等 計

94,829

比　　　較 △ 233 △ 1,935 △ 891 △ 3,059 145 △ 2,914

前年度 11,191 43,128 26,524 80,843

区　　分
職員数
（人）

(12)

11

共　済　費

13,986

合　　計 備　　考

本年度 10,958 41,193 25,633 77,784 14,131 91,915

給　　　　　　　　与　　　　　　　　費

報　　酬 給　　料 職員手当 計

(12)

11

前年度 2,600 10,105 7,807

比　　　較 △ 1,280 △ 216 148

区　　分 超過勤務手当 期末手当 勤勉手当

本年度 1,320 9,889 7,955

△ 98 312 240 3

(0)

0

　※ （　）内は、会計年度任用職員であって、その一週間当たりの通常の勤務時間が常勤職員の一週間当たりの通常の勤務時

区　　分 管理職手当 地域手当 扶養手当 住居手当 通勤手当

職 員 手 当 の

内　　　　　　訳

本年度 840 2,628 1,764 804 433

前年度 840 2,726 1,452 564 430

比　　　較 0

介護保険特別会計

ア　会計年度任用職員以外の職員 （単位　千円）

（単位　千円）

イ　会計年度任用職員 （単位　千円）

　 間に比し短いものについて外書きしている。

（単位　千円）

0 11,620

比　　　較 △ 233 0 245 12 0 12

前年度 11,191 0

共　済　費 合　　計 備　　考

区　　分
職員数
（人）

共　済　費 合　　計 備　　考

本年度 10,958 0 674 11,632 0 11,632

職 員 手 当 の

内　　　　　　訳

比　　　較 △ 62 307

職 員 手 当 の

内　　　　　　訳

本年度 367 307

前年度 429 0

(0)

0

　※ （　）内は、会計年度任用職員であって、その一週間当たりの通常の勤務時間が常勤職員の一週間当たりの通常の勤務時

区　　分 期末手当 勤勉手当

給　　　　　　　　与　　　　　　　　費

報　　酬 給　　料 職員手当 計

(12)

0

(12)

0
429 11,620

前年度 2,600 9,676 7,807

比　　　較 △ 1,280 △ 154 △ 159

区　　分 超過勤務手当 期末手当 勤勉手当

本年度 1,320 9,522 7,648

比　　　較 0 △ 98 312 240 3

本年度 840 2,628 1,764 804 433

前年度 840 2,726 1,452 564 430

比　　　較 0 △ 1,935 △ 1,136 △ 3,071 145 △ 2,926

区　　分 管理職手当 地域手当 扶養手当 住居手当 通勤手当

14,131 80,283

前年度 11 43,128 26,095 69,223 13,986 83,209

給　　　　　　　　与　　　　　　　　費

給　　料 職員手当 計

本年度 11 41,193 24,959 66,152

区　　分
職員数
（人）

介護保険特別会計−　330　− −　331　−



（２）　給料の増減明細

千円 千円

給与改定に 給料表改定に伴う増額 改定率

伴う増減分

昇給に伴う 平均昇給額×現に在職 平均昇給率

増加分 する職員数×12月

(3,700円×8人×12月）

その他の 採用、退職、会計間の 会計年度任用職員以外の

増減分 異動等による減額 職員数の変動状況

会計年度任用職員以外の

採用、退職、会計間の異動

等状況

（見込） （見込）
Ｒ6.1.2～

増　　減 △ 1 人

採用等 退職等

1 人 0 人

R5.1.2～
　　Ｒ6.1.1

3 人 4 人

3 △ 2,372

R6年1月1日 10 人

R5年1月1日 11 人

現在、在職
する職員数

給 料 △ 1,935 1 81 0.2 ％

2 356 0.9 ％

区　　分 増　減　額 増減額の増減事由別内訳 説　　　　　明 備　　　　　考

介護保険特別会計−　332　− −　333　−



（２）　給料の増減明細

千円 千円

給与改定に 給料表改定に伴う増額 改定率

伴う増減分

昇給に伴う 平均昇給額×現に在職 平均昇給率

増加分 する職員数×12月

(3,700円×8人×12月）

その他の 採用、退職、会計間の 会計年度任用職員以外の

増減分 異動等による減額 職員数の変動状況

会計年度任用職員以外の

採用、退職、会計間の異動

等状況

（見込） （見込）
Ｒ6.1.2～

増　　減 △ 1 人

採用等 退職等

1 人 0 人

R5.1.2～
　　Ｒ6.1.1

3 人 4 人

3 △ 2,372

R6年1月1日 10 人

R5年1月1日 11 人

現在、在職
する職員数

給 料 △ 1,935 1 81 0.2 ％

2 356 0.9 ％

区　　分 増　減　額 増減額の増減事由別内訳 説　　　　　明 備　　　　　考

介護保険特別会計

（３）　職員手当の増減明細

千円 千円 千円

会計年度任用職員以外

給与改定に 給与改定による手当額の 地域手当

伴う増減分 変更による増額 期末手当

勤勉手当

昇給に伴う 地域手当

増加分 期末手当

勤勉手当

その他の 採用、退職、会計間の 会計年度任用職員以外

増減分 異動等による増減 地域手当

扶養手当

住居手当

通勤手当

超過勤務手当

期末手当

勤勉手当

会計年度任用職員

期末手当

勤勉手当

（４）　給料及び職員手当の支給状況

ア　職員一人あたりの給与

　※ 平均年齢の小数点以下は月数を示す。

令和5年1月1日
現　　　　　　　在

平均給料月額 324,018 円

平均給与月額 366,137 円

平　均　年　齢 46.10 歳

307

区　　　　　　　　分 常勤職員

平均給料月額 323,980 円

平均給与月額 369,743 円
令和6年1月1日
現　　　　　　　在

平　均　年　齢 48.05 歳

3

△ 1,280

△ 421

△ 412

△ 62

65

3 △ 1,445

△ 132

312

240

190

188

2 164 22

77

区　　分 増　減　額 増減額の増減事由別内訳 説　　　　　明 備　　　　　　考

職員手当 △ 891 1 390 12

介護保険特別会計−　332　− −　333　−



イ　初任給

ウ　級別職員数

（級別の基準となる職務）

エ　昇給

高校卒
7,600円
引き上げ

12,000円
引き上げ

区　　　　分

職　　　務 課　　長 副 課 長 主　　幹 主　　査 主　　任 主　　事

令和6年1月1日

現　　　　　　　在

級 6 級 5 級 4 級 3 級 2 級 1 級

4級 1 10.00

 比率　（Ｂ）／（Ａ） 81.8 ％

前
年
度

 職員数 （Ａ） 11 人

 昇給に係る職員数 （Ｂ） 9 人

2号給 人

 号給数別内訳
4号給 9 人

6号給 人

8号給 人

人

6号給 人

8号給 人

 比率　（Ｂ）／（Ａ） 63.6 ％

 号給数別内訳

 職員数 （Ａ） 11 人

区　　　分 合　　計

本
年
度

6級 0 0.00

計 10 100.00

 昇給に係る職員数 （Ｂ） 7 人

2号給 人

4号給 7

5級 1 10.00

2級 5 50.00

3級 1 10.00

常勤職員

級 職員数（人） 構成比（％）

1級 2 20.00

前年度 1級 5号給 159,000 円 1級 5号給 154,600 円

本年度 1級 5号給 166,600 円 1級 5号給 166,600 円

大学卒
11,000円
引き上げ前年度 1級25号給 191,800 円 1級25号給 185,200 円

10,600円
引き上げ

区　　　　分 宮　　代　　町 国

本年度 1級25号給 202,400 円 1級25号給 196,200 円

介護保険特別会計−　334　− −　335　−



イ　初任給

ウ　級別職員数

（級別の基準となる職務）

エ　昇給

高校卒
7,600円
引き上げ

12,000円
引き上げ

区　　　　分

職　　　務 課　　長 副 課 長 主　　幹 主　　査 主　　任 主　　事

令和6年1月1日

現　　　　　　　在

級 6 級 5 級 4 級 3 級 2 級 1 級

4級 1 10.00

 比率　（Ｂ）／（Ａ） 81.8 ％

前
年
度

 職員数 （Ａ） 11 人

 昇給に係る職員数 （Ｂ） 9 人

2号給 人

 号給数別内訳
4号給 9 人

6号給 人

8号給 人

人

6号給 人

8号給 人

 比率　（Ｂ）／（Ａ） 63.6 ％

 号給数別内訳

 職員数 （Ａ） 11 人

区　　　分 合　　計

本
年
度

6級 0 0.00

計 10 100.00

 昇給に係る職員数 （Ｂ） 7 人

2号給 人

4号給 7

5級 1 10.00

2級 5 50.00

3級 1 10.00

常勤職員

級 職員数（人） 構成比（％）

1級 2 20.00

前年度 1級 5号給 159,000 円 1級 5号給 154,600 円

本年度 1級 5号給 166,600 円 1級 5号給 166,600 円

大学卒
11,000円
引き上げ前年度 1級25号給 191,800 円 1級25号給 185,200 円

10,600円
引き上げ

区　　　　分 宮　　代　　町 国

本年度 1級25号給 202,400 円 1級25号給 196,200 円

介護保険特別会計

オ　期末手当及び勤勉手当

カ　定年退職及び応募認定退職に係る退職手当

キ　地域手当

ク　その他の手当

扶　養　手　当 同

住　居　手　当 同

通　勤　手　当 同

定 年 前 早 期
退 職 特 例 措 置

支 給 対 象 地 域 全　地　域

支 給 率 6 ％

支 給 対 象 職 員 数 11 人

有

区　分
20年勤続の者

（月分）
25年勤続の者

（月分）
35年勤続の者

（月分）
最高限度
（月分）

そ の 他 の
加 算 措 置 等

備　考

宮代町 24.586875 33.27075 47.709 47.709
定 年 前 早 期
退 職 特 例 措 置

埼 玉 県 市 町 村
総 合 事 務 組 合

職 制 上 の 段 階 、 職 務 の
級 等 に よ る 加 算 措 置

本年度 2.25 2.25 4.50 有

前年度 2.20 2.30 4.50 有

支給期別支給率

6月 （月分） 12月 （月分）

区　　　分 国の制度との異同 差異の内容

区　　分 支給率計 （月分）

国の制度 2.25 2.25 4.50

国 24.586875 33.27075 47.709 47.709

国 の 指 定 基 準 に
基 づ く 支 給 率

6 ％

介護保険特別会計−　334　− −　335　−



（令和６年度に係る分）

地 域 包 括 支 援 セ ン タ ー 地 域 包 括 支 援 セ ン タ ー

業 務 委 託 契 約 業 務 委 託 に 要 す る 額

限    度    額事         項
期        間 金  額

又 は 支 出 額 の 見 込 み 及 び 当 該 年 度

債 務 負 担 行 為 で 翌 年 度 以 降 に わ た る も

前年度末までの支出見込額

−　336　− −　337　−



（令和６年度に係る分）

地 域 包 括 支 援 セ ン タ ー 地 域 包 括 支 援 セ ン タ ー

業 務 委 託 契 約 業 務 委 託 に 要 す る 額

限    度    額事         項
期        間 金  額

又 は 支 出 額 の 見 込 み 及 び 当 該 年 度

債 務 負 担 行 為 で 翌 年 度 以 降 に わ た る も

前年度末までの支出見込額

（単位：千円）

一般財源

令 和 ７ 年 度 か ら 地域支援事業交付金 限度額から国県支

令 和 ９ 年 度 ま で 交付要綱に基づく額 出金を控除した額

特    定    財    源

地方債

限 度 額
に 同 じ

の に つ い て の 前 年 度 末 ま で の 支 出 額

以 降 の 支 出 予 定 額 等 に 関 す る 調 書

左   の   財   源   内   訳

期        間 金  額

当該年度以降の支出予定額

国　県
支出金

その他

−　336　− −　337　−



 



令　和　６　年　度

宮 代 町 後 期 高 齢 者 医 療 特 別 会 計 予 算

（　附　　予　算　説　明　書　）



 

−　339　−



 

令和６年度宮代町後期高齢者医療特別会計予算 
 
 
 
 令和６年度宮代町の後期高齢者医療特別会計の予算は、次に定めるところによる。 
（歳入歳出予算） 
第１条 歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ７１９，８９１千円と定める。 
２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表 歳入歳出予算」に

よる。 
 
  令和６年２月２９日提出 
 
                      宮代町長  新  井  康  之 
 

−　339　−



−　340　− −　341　−



−　340　− −　341　−



 



宮代町後期高齢者医療特別会計予算に関する説明書 

令　和　６　年　度



−　343　−



−　343　−



−　344　− −　345　−



−　344　− −　345　−



−　346　− −　347　−



−　346　− −　347　−



−　348　− −　349　−



−　348　− −　349　−



−　350　− −　351　−



−　350　− −　351　−



−　352　− −　353　−



−　352　− −　353　−



−　354　− −　355　−



−　354　− −　355　−



給　　与　　費　　明　　細　　書

２　一般職

（１）　総　括 （単位　千円）

（単位　千円）

共　済　費 合　　計 備　　考

3,792 21,404

比　　　較 93

職 員 手 当 の

内　　　　　　訳
本年度 2,112

前年度 2,019

区　　分 勤勉手当

前年度 676 0 48 868 2,422

比　　　較 26 240 0 △ 394 154

区　　分 地域手当 扶養手当 通勤手当 超過勤務手当 期末手当

本年度 702 240 48 474 2,576

比　　　較 0 196 119 315 279 594

前年度 3 11,264 6,033 17,297 3,513 20,810

給　　　　　　　　与　　　　　　　　費

報　　酬 給　　料 職員手当 計

本年度 3 11,460 6,152 17,612

区　　分
職員数
（人）

後期高齢者医療特別会計−　356　− −　357　−



（２）　給料の増減明細

千円 千円

給与改定に 給料表改定に伴う 改定率

伴う増減分 増減無し

昇給に伴う 平均昇給額×現に在職 平均昇給率

増加分 する職員数×12月

(6,600円×2人×12月）

その他の 採用、退職、会計間の 職員数の変動状況

増減分 異動等による減額

採用、退職、会計間の異動

等状況

現在、在職
する職員数

R5.1.2～
　　Ｒ6.1.1

0 人 0 人

採用等 退職等

1 人 1 人
（見込） （見込）

Ｒ6.1.2～

3 37

R6年1月1日 3 人

R5年1月1日 3 人

増　　減 0 人

給 料 196 1 0 0.0 ％

2 159 1.4 ％

区　　分 増　減　額 増減額の増減事由別内訳 説　　　　　明 備　　　　　考

後期高齢者医療特別会計−　356　− −　357　−



（３）　職員手当の増減明細

千円 千円 千円

給与改定に 給与改定による手当額の 期末手当

伴う増減分 変更による増額 勤勉手当

昇給に伴う 地域手当

増加分 期末手当

勤勉手当

その他の 採用、退職、会計間の 地域手当

増減分 異動等による増減 扶養手当

超過勤務手当

期末手当

勤勉手当

（４）　給料及び職員手当の支給状況

ア　職員一人あたりの給与

　※ 平均年齢の小数点以下は月数を示す。

イ　初任給

高校卒
7,600円
引き上げ

12,000円
引き上げ前年度 1級 5号給 159,000 円 1級 5号給 154,600 円

本年度 1級 5号給 166,600 円 1級 5号給 166,600 円

令和5年1月1日
現　　　　　　　在

大学卒
11,000円
引き上げ前年度 1級25号給 191,800 円 1級25号給 185,200 円

10,600円
引き上げ

区　　　　分 宮　　代　　町 国

本年度 1級25号給 202,400 円 1級25号給 196,200 円

平均給料月額 309,700 円

平均給与月額 328,282 円

平　均　年　齢 46.04 歳

14

区　　　　　　　　分 常勤職員

平均給料月額 313,933 円

平均給与月額 339,836 円
令和6年1月1日
現　　　　　　　在

平　均　年　齢 47.04 歳

3 △ 55 16

240

△ 394

69

50

2 74 10

35

29

区　　分 増　減　額 増減額の増減事由別内訳 説　　　　　明 備　　　　　　考

職 員 手当 119 100 50

後期高齢者医療特別会計−　358　− −　359　−



ウ　級別職員数

（級別の基準となる職務）

エ　昇給

区　　　　分

職　　　務 課　　長 副 課 長 主　　幹 主　　査 主　　任 主　　事

令和6年1月1日

現　　　　　　　在

級 6 級 5 級 4 級 3 級 2 級 1 級

4級 0 0.00

 比率　（Ｂ）／（Ａ） 100.0 ％

前
年
度

 職員数 （Ａ） 3 人

 昇給に係る職員数 （Ｂ） 3 人

2号給 人

 号給数別内訳
4号給 3 人

6号給 人

8号給 人

人

6号給 人

8号給 人

 比率　（Ｂ）／（Ａ） 66.7 ％

 号給数別内訳

 職員数 （Ａ） 3 人

区　　　分 合　　計

本
年
度

6級 0 0.00

計 3 100.00

 昇給に係る職員数 （Ｂ） 2 人

2号給 人

4号給 2

5級 0 0.00

2級 2 66.67

3級 1 33.33

常勤職員

級 職員数（人） 構成比（％）

1級 0 0.00
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オ　期末手当及び勤勉手当

カ　定年退職及び応募認定退職に係る退職手当

キ　地域手当

ク　その他の手当

扶　養　手　当 同

住　居　手　当 同

通　勤　手　当 同

定 年 前 早 期
退 職 特 例 措 置

支 給 対 象 地 域 全　地　域

支 給 率 6 ％

支 給 対 象 職 員 数 3 人

有

区　分
20年勤続の者

（月分）
25年勤続の者

（月分）
35年勤続の者

（月分）
最高限度
（月分）

そ の 他 の
加 算 措 置 等

備　考

宮代町 24.586875 33.27075 47.709 47.709
定 年 前 早 期
退 職 特 例 措 置

埼 玉 県 市 町 村
総 合 事 務 組 合

職 制 上 の 段 階 、 職 務 の
級 等 に よ る 加 算 措 置

本年度 2.25 2.25 4.50 有

前年度 2.20 2.30 4.50 有

支給期別支給率

6月 （月分） 12月 （月分）

区　　　分 国の制度との異同 差異の内容

区　　分 支給率計 （月分）

国の制度 2.25 2.25 4.50

国 24.586875 33.27075 47.709 47.709

国 の 指 定 基 準 に
基 づ く 支 給 率

6 ％
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